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低入札価格調査実施要領 

平成 26 年４月１日改正 

平成 28 年 11 月１日改正 

平成 29 年 11 月１日改正 

令和元年 10 月１日改正 

令和２年４月１日改正 

（目的） 

第１ 入札において、その入札価格で適正な工事の施工が可能かどうか等の調査を実施

することにより、ダンピングの防止を図り、公共工事の適正な施工の確保を図るもの

である。 

（調査対象工事） 

第２ 予定価格（税込み）が 1,000 万円以上の入札案件の工事を対象とする。 

（低入札価格調査の基準の取扱いに関する事務手続） 

第３ 工事の請負に係る競争契約において、相手方となるべき者の申込みに係る価格に

よっては、その者より当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれが

あると認められる場合の基準は、その者の申込みに係る価格が次に掲げる額に満たな

い場合とする。 

（１） 予定価格（税抜き）の算出基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の合

計額（発生材（有価物）の売却費等が含まれている場合は、その費用を合算す

る。また、合計額の 1,000 円未満の額は切り捨てるものとする。）。ただし、そ

の額が、予定価格（税抜き）に 100 分の 92 を乗じて得た額を超える場合にあ

っては 100 分の 92 を乗じて得た額とし、予定価格（税抜き）に 100 分の 75 を

乗じて得た額に満たない場合にあっては 100 分の 75 を乗じて得た額とする。 

ア 直接工事費の額に 100 分の 97 を乗じて得た額 

イ 共通仮設費の額に 100 分の 90 を乗じて得た額 

ウ 現場管理費の額に 100 分の 90 を乗じて得た額 

エ 一般管理費の額に 100 分の 55 を乗じて得た額 

（２） 特別なものについては、（１）にかかわらず、100 分の 75 から 100 分の 92 ま

での範囲内で定める割合を予定価格（税抜き）に乗じて得た額とする。 

（予定価格を記載した書面への調査基準価格の記載） 

第４ 事務の適正な執行を確保するため予定価格を記載した書面に、低入札価格調査の

基準に基づく具体的な金額を記載するものとする。 

（入札者への周知） 

第５ 低入札価格調査制度の円滑な運用を図るため、入札執行前に次の事項を明示し、

問題が発生しないように配慮する。 

（１） 低入札価格調査の基準があること。 

（２） 調査基準価格を下回った入札が行われた場合の入札終了の方法及び結果の通 

知方法 

（３） 調査基準価格を下回った入札を行った者は、最低入札者であっても必ずしも 

落札者とならない場合があること。 



（４） 調査基準価格を下回った入札を行った者は、事後の事情聴取に協力すべきこ 

と。 

（入札の方法） 

第６ 入札の結果、調査基準価格を下回る入札が行われた場合には、入札執行者は、入

札者に対して「保留」と宣言し、落札者は後日決定する旨を告げて入札を終了する。 

（調査の実施） 

第７ 調査基準価格を下回る価格で入札を行った者によりその価格によっては、契約の

内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるか否かについて次のよう

な内容について、入札者から事情聴取等を行うものとし、当該工事を主管する課長は、

この調査について契約を主管する課長に協力するものとする。 

（１） その価格により入札した理由、必要に応じ、入札価格の内訳書を徴する。 

（２） 契約対象工事付近における手持ち工事の状況 

（３） 契約対象工事に関連する手持ち工事の状況 

（４） 契約対象工事箇所と入札者の事業所、倉庫等の関連（地理的条件） 

（５） 手持資材及び手持ち機械数の状況 

（６） 資材購入先及び購入先と入札者との関連 

（７） 労務者の具体的供給見通し 

（８） 過去に施工した公共工事名及び発注先 

（９） 経営状況および信用状態等について（直近の決算の財務諸表等） 

（10）その他必要事項 

（調査後の落札者の決定） 

第８ 低入札価格調査委員会（以下「調査委員会」という。）の調査の結果、最低価格

入札者の入札価格により契約の内容に適合した履行がされると認めたときは、直ちに

最低価格入札者に落札した旨を通知するとともに、他の入札者全員に対してその旨を

通知するものとする。また、最低価格入札者の入札価格によっては契約の内容に適合

した履行がされないおそれがあると認めたときは、最低価格入札者を落札者とせずに、

予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち最低の価格をも

って申込みをした者（以下「次順位者」という。）を落札者と決定するものとする。

なお、次順位者が調査基準価格を下回る入札者であった場合には、第７以降と同様の

手続きによるものとする。 

（低入札価格調査委員会の設置） 

第９ 調査基準価格未満の入札において、その履行の可否を審査するために、低入札価

格調査委員会を設置する。委員会は、委員長及び委員をもって組織し、次に掲げる職

にある者をもって組織する。また、委員長は、必要と認めた場合は、臨時委員を招集

することができる。 

委員長 総務部長 

委員  都市建設部長、契約を主管する課長、工事を主管する課長 

（その他） 

第 10 この要領に関し、必要な事項は総務部長が別に定める。 


